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長 県環境影響評価条例 概要 い  

 

 環境影響評価 環境アセス ント 制度  

○ 大規模 開発事業 環境 大 影響を及ぼ そ あ 事業を実施 際 事業

者 自 事業 環境 及ぼ 影響 い 調査 予測 評価を行う 事業   

計 計 地及び周囲 環境 情報 事業 及ぼ 環境影響や環境 保全 た

措置 を公開 知事 村長 民 環境 保全 見地 意見を聴く

環境 配慮 た事業 た 手 を定 た  

 ○ 環境影響評価制度 事業 実施を規制 た 事業者 対 許認可を与えた

制度 く 事業者自身 環境 影響 対 配慮を い事業計

た 制度 

 

 環境影響評価制度 制定経緯 

 

 

昭和 44。1重【重)  国家環境政策法。３E５A)制定 米国  世界初 環境アセ メン 制度 

昭和 4】。1重】「)  各種公共事業 環境保全対策 い

議了解 
公共事業 限 アセ 制度を 入 

昭和 5【。1重81)  旧 環境影響評価法案 国会提出 ※昭和 58。1重8」) 廃案 

昭和 5重。1重84)  ○長 県環境影響評価指 要綱公 1.5  ※ 成 11。1重重重) 【 1「 日廃  

○長 県環境影響評価指 要綱施行 4.1   

環境影響評価実施要綱 議決定 8.「8  
行政指 制度化 議アセ

 

成 。1重重】)  
環境影響評価法公 【.1」  

環境アセ メン 法制化 法アセ

 

成 10。1重重8)  ○長 県環境影響評価条例公 」.」0   

○長 県環境影響評価条例施行規則公 【.「5   

○長 県環境影響評価技術指針制定 重.「8  調査方法等 イ ライン  

成 11。1重重重)  環境影響評価法施行 【.1「   

○長 県環境影響評価条例施行 【.1「   

成 1重。「00】)  ○改 長 県環境影響評価条例公 】.1】  対象事業 風力発電所 建設を追加 

○改 長 県環境影響評価条例施行規則公

】.」0  
 

○改 長 県環境影響評価条例施行 10.1   

○改 長 県環境影響評価条例施行規則施行

10.1  
 

成 「」。「011)   改 環境影響評価法公 4.「】  計 段階環境配慮手 入等 

成 「5。「01」)   改 環境影響評価法完全施行。4.1～)  

※○印 本県 制度  

資料  
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・基本方針 

・対象とする環境要素 

・調査、予測、評価の手法、地域、期間 

・保全対策の検討、留意事項  等 

 長 県 環境影響評価制度 体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 技術指針マニュアル 技術指針 を具体的 解説 た  

 

 対象事業 

環境影響評価法 国家的 見地 環境影響評価を行う必要 あ 事業 事業

態様等 規模 大 く環境影響 程度 大 く そ あ 事業を対象

環境影響評価条例 地域 実情 応 法対象 規模 事業や法対象以外 事業種

を対象 い 法対象事業 条例対象事業 比較 次ペ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第 種事業 

規模 大 く 環境影響 程度 著 い そ あ 必 環境

影響評価 手 を実施 事業 

 第 種事業 

第 種事業 準 規模を 事業又 環境 保全 特 配慮 必要 認

地域※ い 実施さ 事業 あ 環境影響評価 手 を実施 必要 あ  

う 定を知事 行う事業 

 

※森林 区域等 

。1) 森林法第 条第 規定 森林 同条第 規定 国 林及び同法第 条第

地域森林計 対象 い 民 林 限 区域 

。「) 自然公園法第 条第 号 規定 国立公園 区域 同条第 号 規定 国定公園 区域

及び長 県立自然公園条例第 条第 号 規定 長 県立自然公園 区域  

。」) 河川法第 条第 規定 河川区域 

。4) 自然環境保全法第 14 条第 規定 指定さ た原生自然環境保全地域 区域 同法

第 「「 条第 規定 指定さ た自然環境保全地域 区域及び長 県自然環境保全条例

第 条第 規定 指定さ た長 県自然環境保全地域 区域 

。5) 長 県自然環境保全条例第 15 条第 規定 指定さ た郷土環境保全地域 区域  

。【) 長 県水環境保全条例第 11 条第 又 第 規定 指定さ た水道水源保全地区

区域 

。】) 長 県希少 生動植物保護条例第 「」 条第 規定 指定さ た生息地等保護区  

区域 

 

○ 長 県環境影響評価技術指針 

○ 長 県環境影響評価技術指針マニュア ※ 

 

 

○ 長 県環境影響評価条例 

○ 長 県環境影響評価条例施行規則 

 

 

・定義 

・対象事業の種類、規模等 

・方法書、準備書、評価書の手続 

・長野県環境影響評価技術委員会の設置 

・手続上の書類の様式  等 

手続を規定 

技術的事項を規定 
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法 条例 違い

第 種事業 第 種事業 第 種事業 第 種事業

道路 建設  高 道 法対象  道路 新設及び
高 自動車国道

 

自動車専用道路
新設

 改築 自動車専用道路   

改築

県道等 車線 車線 一般国道 車線 車線

長 長 長 長

一般国道 県道 林  林道 幅員 幅員

道等 長 長

ダ 建設 貯水面積 森林 区域等 ダ 新築 ダ 貯水面積 貯水面積

ｈａ 貯水面積 ｈａ 新築及び改築､ ｈａ ｈａ

河川工事 湛水面積 湛水面積

ｈａ ｈａ

湖沼水位調節施設 湖沼開発面積 湖沼開発面積

ｈａ ｈａ

水路 形状変更面積 形状変更面積

ｈａ ｈａ

鉄道 建設  新幹線 法対象  鉄道 軌道 建
新幹線鉄道

 

鉄道 軌道 特殊含 長 長 設及び改良 普通鉄道 軌道 長 長

飛行場 建設 陸 飛行場 設置  飛行場及びそ 飛行場 設置 滑走路 長 設置 滑走路 長

施設 設置又

滑走路 新設  変更 滑走路 新設 滑走路 新設

長 長

滑走路 延長 滑走路 延長 滑走路 延長 滑走路 延長

長 長 長 長

延長後 延長後

長 長

工業団地 造成 面積 ｈａ 森林 区域等 工業団地造成事業 面積 ｈａ 面積 ｈａ

※ 面積 ｈａ 首都圏近郊整備法等

住宅団地 造成 面積 ｈａ  新住宅市街地開発事業 面積 ｈａ 面積 ｈａ

※ 新住宅市街地開発法

荘団地 造成 面積 ｈａ 森林 区域等

※ 面積 ｈａ

スポ ツ又 ゴ フ場 面積 ｈａ 森林 区域等

ク エ ション ※ 面積 ｈａ

施設 建設 ス 場 面積 ｈａ 森林 区域等

※ 面積 ｈａ

動競技場 森林 区域等

園地 敷地面積

そ 他 スポ ツ又 ｈａ

ク エ ション

施設 土地形質変更面積

※ ｈａ

廃棄物処理施設 焼却施設 処理能力 ｔ 時  

建設 産業廃棄物焼却施設

し尿処理施設 処理能力  

日

一般廃棄物 埋立面積  廃棄物最終処分場 埋立面積 埋立面積

最終処分場 ｈａ ｈａ ｈａ

産業廃棄物 又 埋立容

最終処分場 万 堰

水道終末処理場 建設 面積 ｈａ  

流通業務団地 造成 面積 ｈａ  流通業務団地造成事業 面積 ｈａ 面積 ｈａ

※ 流通業務市街地整備法

土地区 整理事 都市計 定 面積 ｈａ 面積 ｈａ 土地区 整理事業 面積 ｈａ 面積 ｈａ

業 い を含  森林 区域等

※ 面積 ｈａ

工場又 事業場 製造業 排 ス  

建設 電気供給業 万 堰 時

ス供給業 又 排水

熱供給業 万 堰 日

土石 採取及び鉱物 掘採 面積 ｈａ 森林 区域等

面積 ｈａ

公 水面そ 他 水面 埋立 拓 埋立面積 埋立面積

ｈａ超 ｈａ

新都市基盤整備事業 面積 ｈａ 面積 ｈａ

新都市基盤整備法

風力発電所 建設 出力 万 ｗ  発電用 事業用 火力発電所 出力 万 ｗ 出力

電気工作物 設 万 ｗ

置又 変更 工 地熱発電所 出力 万 ｗ 出力

事 ｗ

原子力発電所  

水力発電所 出力 万 ｗ 出力

万 ｗ

風力発電所 出力 万 ｗ 出力

ｗ

複合事業 記※印 第 種事業 記※印 第 種事業

記※印 面的造 要件 面積比 値 要件 面積比 値

成事業 複合事業 合計 あ 合計 あ

記 準 し 規則 定   記 準 宅地 造成事業 都 面積 ｈａ 面積 ｈａ

事業 し 市再生機構 中小企

定 事業 業基盤整備機構

長 県環境影響評価条例対象事業 種類 規模一覧表 法 比較

森林 区域等
車線

長

規 模

条例 法

対象事業 種類
規 模

対象事業 種類
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 環境影響評価 手続 流 条例 法 比較  

県 行う手続 条例 法手続 付加 改 部分

意見
許認可等権者 意見 環境大臣

90日 日

告書 提出
告書

環境保全措置等
結果 告 公表

環境保全 配慮 環境保全 配慮

事

後

手

続

許認可等 事業実施 許認可等 事業実施

告書 作成

知事 必要 認 場合
環境保全措置 実施を要請

評

価

書

手

続

許認可等権者意見 環境大臣 意見

地方公共団体 学識経験者 活用

評価書 公告縦覧
評価書 公告縦覧

電子縦覧

知 事 意 見 書 技術委員会 知 事 意 見 書 技術委員会120日

評価書 作成 評価書 作成

 環境 保全 見地
 意見を 者 意見

 環境 保全 見地
 関係 者 意見

意見 意見
主務大臣 環境大臣90日

知 事  意 見 書

準

備

書

手

続

準備書 作成 準備書 作成

準備書 公告縦覧 準備書 公告縦覧

説明会

公聴会 公聴会

市 村長 市 村長

技術委員会 知 事 意 見 書 技術委員会90日

評価項目 調査 予測
評価手法 選定

評価項目 調査 予測
評価手法 選定

配慮書

事業者 任意 実施
評価項目 手法 選定

方法書 公告縦覧
方法書 公告縦覧

電子縦覧 説明会
方

法

書

手

続

方法書 作成 第 種事業
方法書 作成

 環境 保全 見地
 意見を 者 意見

 環境 保全 見地
 関係 者 意見

市 村長 市 村長

個 事業 定 計 段 階 配 慮 事 項

検討 配 慮 書
主務大臣 定

対象外
意見

対象外

環境大臣
言 意見

長 県環境影響評価条例 環 境 影 響 評 価 法

事

業

実

施

前

手

続

第 種事業 第 種事業 第 種事業

報5日

力義務
住民 知事

知事 意見書

評価書 補正

アセス結果 確定

電子縦覧 説明会

主務大臣
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 計 段階配慮事 検討 法対象事業 事業者  

  事業 置 規模等 検討段階 環境配慮 た 検討を行い そ 結果を計  

段階環境配慮書 意見を聴 た 計 反映さ  

      ↓ 

 方法書 作成 。事業者) 

環境影響評価 目並び 調査 予測及び評価 手法等を記載  

      ↓ 

 方法書 公告 縦覧 。条例対象事業…知事 法対象事業…事業者 実施) 

方法書 い 公告を行い 公告 日 間縦覧 供 環境 保全 見地

意見を 者 以 民等 縦覧期間＋ 週 間 意見書を事業者 提出  

※法対象事業 方法書 記載事 い 周知さ た 事業者 説明会 開催さ  

      ↓ 

 事業者 知事意見を述  。知事) 

長 県環境影響評価技術委員会及び 村長 意見を 案 民等 意見 配意  

      ↓ 

 準備書 作成 。事業者) 

方法書 基 い 調査 予測及び評価を行 た後 環境 保全 た 措置を検討

措置 講 た場合 事業 及ぼ 環境影響を総合的 評価 そ 内容を

記載  

      ↓ 

 準備書 公告 縦覧 。条例…知事 法…事業者 実施) 

準備書 い 公告を行い 公告 日 間縦覧 供  

民等 縦覧期間＋ 週 間 意見書を事業者 提出  

      ↓ 

 説明会 。事業者) 

準備書 記載事 い 周知さ た 地域内 い 説明会を開催  

 公聴会 。知事) 

必要 あ 認 公聴会を開催  

      ↓ 

 事業者 知事意見を述  。知事) 

長 県環境影響評価技術委員会及び 村長 意見を 案 民等 意見 配意  

      ↓ 

 評価書 作成 。事業者) 

準備書 対 意見を踏 え 内容を再検討 必要 応 追加調査等を実施 準備書

記載内容を修  

  ※法対象事業 許認可等権者等 意見を踏 え 評価書 補 を行う  

      ↓ 

 評価書 公告 縦覧 。条例…知事 法…事業者 実施) 

評価書 い 公告を行い 公告 日 間縦覧 供  

縦覧後 事業着手 可能  

      ↓ 

 評価書公告後 報告 。事業者) 

事後調査 状況及び対象事業 実施状況等を記載 た報告書を 知事 送付  

※法対象事業 報告書 公表 義 許認可等権者等 報告書 対 意見 述  
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道路 河川 鉄道 飛行場 発電所
廃棄物
処分場

埋立 拓 面整備 合計

 環境影響評価手続 実施状況 
環境影響評価条例 

長 県環境影響評価条例 基 く手 実施事業 以 件 あ 事業 種 廃棄

物処理施設 件 道路 件 風力発電所 件 い  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

環境影響評価法  

県内 環境影響評価法 基 く手 実施事業 以 件 あ 事業 種

鉄道 件 発電所 件 道路 件 い  
 
 
 
 
 
 
 
 
参考 全国 け 環境影響評価法 基 く手続 実施状況 

成2【 堰 堰1日現在  

 ※ 事業種 複 案件 あ た 事業種 合計 事業数 合計 一致 い  

 
参考 各都道府県 け 環境影響評価手続 実施状況 

条例 法 条例 法 条例 法

北海道 石川県 岡山県

青森県 福井県 広島県

岩手県 山梨県 山 県

宮城県 長 県 徳島県

秋田県 岐阜県 香川県

山形県 静岡県 愛媛県

福島県 愛知県 高知県

茨城県 県 福岡県

栃木県 滋賀県 佐賀県

群馬県 京都府 長崎県

埼玉県 大阪府 熊本県

千葉県 兵庫県 大分県

東京都 奈良県 宮崎県

神奈川県 和歌山県 鹿児島県

新潟県 鳥取県 沖縄県

富山県 島根県 均

都道府県名
対象案件数

都道府県名
対象案件数

都道府県名
対象案件数

 

 ※ 市分を除く都道府県分 集計 

事業名 事業者 事業地 事業種別 規模 現在 状況

中央新幹線 東京都 名 屋市間 東海旅客鉄道 株
大鹿 村 豊丘 村 喬木

村 飯田市 高森町 阿

智村 南木曽町

鉄道
新幹線鉄道

総延長 km
うち県内約 km

評価書 告済

新姫川第 発電所 黒部川電力 株 小谷村
発電所
水力発電所

出力： , kW 方法書

中部横断自動車道 長坂～ 千穂
国土交通省
関東地方整備局

小海町 佐久穂町
川 村 南牧村

道路
高 自動車国道

４車線 約 km
山梨県含

配慮書

事業名 事業者 事業地 事業種別 規模 現在 状況

仮称
木曽川右岸道路 南部 ト 建設事業

長 県 松町
大桑村 南木曽町

松町 大桑村
南木曽町 旧山 村

道路 ２車線 km 工事中

遠南信自動車道青崩峠道路
国土交通省
中部地方整備局

飯田市南信濃
道路
自動車専用道路

２車線 km
静岡県側を含 た

総延長 km

工事中

仮称 峰 原風力発電事業 ＩＰＰジャパン 株 須坂市 風力発電所 出力： , kw 事業廃

長 広域連合 ご 焼却施設建設事業 長 広域連合 長 市
廃棄物処理施設
ご 処理施設

焼却： t 時
t 日

評価書 告済

伊那広域連合ご 焼却施設建設事業 伊那広域連合 伊那市
廃棄物処理施設
ご 処理施設

焼却： ｔ 時
t 日

評価書 告済

湖周行政事務組合ご 処理施設建設事業 湖周行政事務組合 岡谷市
廃棄物処理施設
ご 処理施設

焼却： ｔ 時
t 日

工事中

長 広域連合 ご 焼却施設建設事業 長 広域連合 千曲市
廃棄物処理施設
ご 処理施設

焼却： ｔ 時
t 日

評価書 告済

新ク ンセンタ 建設事業
佐久市 北佐久郡環境
施設組合

佐久市
廃棄物処理施設
ご 処理施設

焼却： ｔ 時
t 日

評価書 告済
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 対象 環境要素 長 県環境影響評価技術指針  

環境影響評価 実施 当た 長 県環境影響評価技術指針 次 18 環境要素   

い 検討を行う い  

 

環境 構成要素 良好 状態 保持 
大気質 騒音 振動 周波音 悪臭 水質 

水象 土壌汚染 地盤  地形 地質 

生物多様性 確保及び自然環境 体系的保全 植物 動物 生態系 

快適環境 保全 創造 景観 触 合い活動 場 文化  

環境 荷 減 廃棄物等 温室効果 等 

※事業特性や地域特性 応 環境要素 追加又 削除 可能 

 

 

 環境 保全 た 措置(保全対策) 

  事業 環境 与え 影響を 限 緩和 た 事業者 調査 予測 結果を踏 え

実行可能 保全対策を検討  

長 県環境影響評価技術指針 回避 最 化 修 減 代償 検討

い  

 

回避 全部又 一部を行わ い 等 影響を回避  

。例)事業 中 事業計 地 変更 施設 置 変更 道路 鉄道 等 線形変更 

最 化 実施規模又 程度を制限 等 影響を最 化  

。例)道路 鉄道 等 構造 変更 高架化 地 化 橋梁化 煙突 置 高さ 変更 

修  影響を た環境を修復 回復又 復元 等 影響を修  

。例)表土復元 法面緑化 移動経路 復元 魚道 ボック ルバ 防音壁 設置 

減 的 保護又 維持活動を行う 等 影響を 減  

。例)雨水 地 浸透 靴 泥を落 等作業時 細 配慮 排 処理装置 採用 

代償 代用的 資源若 く 環境 置 換えた 又 提供 等 影響を代償  

。例)湿地 創出 ビ プ 造成 樹木 移植 代替生育場所 創出 

 

 


